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　西村でございます。僭越
ですが，初めの基調講演を
させていただきます。

　今，副所長がごあいさつ
を申し上げましたが，わた
しどもの社人研の厚生政策
セミナーは従来，少し前は

海外から一線の研究者を招いて，あるいは最近も
主に外部の研究者の皆さんにいろいろお話を伺っ
て，わたしども研究所の研究者と先生方とで議論
を交わすという形態でやってまいりました。今年
は，新しい試みとして，前半は，奥野先生に外部
からということで基調講演をお願いするのです
が，その後にわたしども研究所の中の室長4人が
お話をさせていただいて，最後にパネル討論をし
て議論を深めていきたいと思っております。

　この厚生政策セミナーのタイトル「地域の多様
性と社会保障の持続可能性」は，主に社会保障理
論研究部の金子能宏部長とわたしとで最初に話を
始め，今年は地域というものを取り上げようとい
うことになり，所内の部長の皆さんとも相談して
決定したわけでございます。このテーマの意図に
は，もちろん，地域が多様で，その多様である地
域を見据えた社会保障はどのようにあるべきかと
いう課題があり，それに取り組むということがあ
ります。同時に，社会保障というと，どちらかと
いうと厚生労働省のテーマという，ある種，先入
観がございますが，今は，恐らく，いろいろホー
ムページ等をご覧になると，国土交通省，総務省，

そしてもちろん財務省，内閣府，そういったさま
ざまな省庁が社会保障に関係する話題を取り上げ
て，しかも政策に生かしております。そのそれぞ
れのつなぎをしたいというのが，わたしがこれか
らお話しする内容の1つの意図でございます。

　これからわたしは，そんなにオリジナルな話を
するつもりではありません。各省庁がどのように
考えておられるかということは，やはり皆さんは
それぞれ部分的にご存じだと思うのですが，俯瞰
して見るということも必要ではないかと思った次
第でございました。その各省庁がやっている内容
を俯瞰して見るときのテーマとして，地域という
のは非常に有意義ではないかと思ったわけでござ
います。今日は，そのような流れでお話をさせて
いただきます。40分という時間でございますが，
資料が結構たくさんございますので，あとでご覧
になってご理解をいただける部分については，
早々と進めさせていただきます。

　わたしの話の内容につきましては，まず，社会
保障と税の一体改革について簡単な話をします。
正直に申し上げますと，この企画をした時点では，
もう少しこの法案がすんなり通るかと期待してい
ました。しかし，この間の経過を見ると，今回の
わたしどものプログラムの中に，社会保障が医療
や介護といった分野の成長率回復の起爆剤となる
というように書いてありますが，今から思うと，
起爆剤とはならないなという話を，最初に申し上
げたいと思います。
（資料1）

西　村　周　三

【基 調 講 演 1 】

地域経済視点からの社会保障支出とその将来見通し
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　どうしてかと言うと，社会保障一体改革は，ま
ず，スライド（資料2）の左端にございますが，
高齢者のみではなく，非正規雇用の増加といった
雇用基盤の変化，あるいは家族形態や地域の変化
を取り上げます。そしてスライドの下にございま
すが，例えば子育て支援の強化というような内容
についても，これらを一緒にやろうという案でご
ざいました。次の資料には，内容は同じですが，
それぞれの項目に資金がどれだけ使われるかとい
うことが載っています。これが，どちらかという

と，財務省から見た説明になっております。（資
料2−4）

　先に結論的な話を申し上げます。消費税を5％
上げるということになっておりますが，実際は社
会保障の充実に用いるのはそのうちの1％で，大
半である残りの4％は社会保障の安定化，あるい
は将来世代の負担の軽減，つまり既にかなり大き
な負担となった借金を返済するということに用い
るということでございます。13.5兆円が本当に税
収として入ってくるかどうかという話は，あとで
もう1度触れますが，見通しとしては，5％の構成
はこのような内容になっております。この引き上
げの時期が遅れれば遅れるほど，間違いなく1％
と4％の1のほうを充実していくことが，難しくな
るという現状を踏まえる必要があると思います。

　ここで経済の議論，不況から脱出するためのさ
まざまな方策についての議論はしません。もしあ資料1

資料2
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資料3

資料4
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とでご質問がございましたら，そのような議論も
させていただきたいと思いますが，ここではやり
ません。とにかく当面，社会保障の新たな充実の
ためにそんなに多くの支出を行うことは期待でき
ないわけです。

　北欧の事例を考えれば，すぐ分かります。あえ
て，わたしが起爆剤という用語を用いた理由は，
要するに国民がたくさん税金を払うことによっ
て，そのお金が社会保障に回り，それが相当大き
な額になるとすれば，成長の起爆剤になるという
ことです。ただ，今回の状況を見ていると，やは
り日本の国民にとって，増税というのは大変厳し
いということを，わたし自身も身にしみて知らさ
れましたので，起爆剤というのはなかなか難しい。
（資料5）

　ではどうするのかというのが，これからの話題
になると思います。これが，わたしが1つ申し上
げたいポイントでございます。この資料は，経済
産業省の提出資料です。既に，この3年間で50兆
円近くのGDPが減少しています。私は，成長戦略，
あるいは日本再生戦略にそれなりに期待しており
ますが，少し時間がかかる，この状態がまだもう
少し続くということを予想しています。原子力発
電の事故も含めた東日本大震災，そして中国との
関係の悪化というような事態を踏まえると，当分，
少なくとも2〜 3年，あるいは5年ぐらいは，経済
の回復は大変難しいのではないかと推測しており
ます。もう少し先に関しては，成長戦略が成果を
上げるという可能性は結構高いと思いますが，当
分は大変厳しい。

　でも，そういうことは申し上げたくはないので
す。そういうことを申し上げると，ますます国民
が不安になって，高齢者の貯蓄率が上がっていき
ます。もちろん，全体として高齢者の消費率は若
年者よりも高いわけでございますが，消費率が下
がり，貯蓄率が上がるということで，ますます需
要が落ち込んでいる。縮小信仰，ジリ貧シナリオ
が継続しているというのが現状でございます。（資

料6）

　そのような中で元気のないことを言うと，ます
ます元気がなくなってしまう。心理面は大変大事
なものですから，わたしも申し上げたくはないの
です。しかし，やはり2〜 3年あるいは長い場合
は5年ぐらい，現在のような閉塞感のある状態が
続くということは覚悟したほうがいいのではない
か。これが，まず初めの論点であります。

　ただし，あとで紹介しますが，法人税，所得税，
消費税，そういった各種財源の景気との関係を見
ていると，やはり間違いなく，消費税が一番景気
の影響を受けにくい。もちろん消費税を上げると，
それがまた消費の減退に繋がるという議論がござ
いまして，その可能性は高いと思います。しかし，
消費税が最も景気に左右されにくいという論点
も，やはり一応踏まえておいたほうがいい。別に
これは財務省の宣伝ではございませんが，とにか
く税収に比べてどんどん歳出が増えているという
のが現状であります。そして，社会保険料収入も，
社会保障給付費の伸びと比べて，完全に横ばい，
あるいは若干低下ぎみというような状況でありま
す。（資料7−9）

　今申したように，消費税は比較的安定的な税収
源なのですが，所得税，法人税はかなり増減が激
しい。追加的に申し上げますと，所得税率がかな
り低くなったことの影響が，平成元年からの時期

資料5
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資料6

資料7
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資料8

資料9
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にございました。しかし，平成19年から税率自体
は変わっておりませんが，それでも下がっている。
これはやはり高所得者もかなり減っているという
現状を反映したものであるというように理解すべ
きではないかと思います。（資料10）

　以上が，今の社会保障の国全体の動向でござい
ます。次に，少し地域の視点からこのような問題
を考えてみたい。そうすると，大変申し訳ないの
ですが，地域とは何かという議論から始めないと
気が済まない方が必ずおられます。それは当然で
ございますが，そればかりをやっていても，ほと
んど意味はないのです。

　ここで，わたしの今のイメージは，自然的な区
分，あるいは行政区画，都道府県，市町村，そし
てあとで取り上げるように集落，一番小さい単位
は，地域という場合は集落ではないかと思います。
将来的には，やはりこの集落を単位とした分析が
かなり必要になってくるというように考えており
ます。しかし，残念ながらわたしどもの研究所も

今準備はしておりますが，集落ごとの社会保障の
実態という議論は難しいです。特に社会保障のあ
り方を考えるうえで，やはり交通機関の変化，道
路の整備といったようなことと，社会保障の有効
性がどのように関係しているかという議論は，こ
れからはとても大事になると思っております。そ
のような中で，例えば医療の例でいうと，一部，
2次医療圏の見直しの提案もされております。

　ご紹介はあとにして，結論を先に申し上げます
と，これからは超高齢化が進むのは，どちらかと
いうと都市部であります。しかし，その都市部の
超高齢化が進むときに，中山間区域，過疎地域，
限界集落，この3つは行政上の都合により重複し
ているのですが，この3つの現状を見るというの
は，これからの都市部の社会保障のあり方を考え
るときの参考になるのではないかと考えていま
す。ちなみに，中山間部という言葉は少し分かり
にくいかもしれないので，資料に定義を書いてお
きました。

資料10
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　こういった集落の現状を把握しようとする試み
として，国交省の国土形成計画算定のための集落
の状況に関する現況把握調査というのをやってお
ります。最近厚生労働省も，社会・援護局の地域
福祉課が「見直しませんか支援のあり方・あなた
の町。安心生活を創造するための孤立防止と基盤
支援」というタイトルで，いろいろな異なる地域
の現状を踏まえて，どのように各々の場所で安心
生活を創造していくかというパイロットスタディ
を報告しております。（資料11）

　地域の特徴を先に大ざっぱに申しておきます。
先ほど申したように，首都圏の高齢者が激増いた
します。この首都圏の高齢者の激増についてはあ
とでもう1回お示ししますが，三浦展さんの「東
京は郊外から消えていく！：首都圏高齢化・未婚
化・空き家地図」という本で，この本は大変面白
いのですが，少し議論が荒っぽいかなというよう
にわたしは思っております。しかし，それにして
も，大変衝撃的なことを書いておられる出版物で
あります。くどいようですが，著者の三浦さんは
大変センスがいい方で，問題提起に関しては，わ
たしは大変感心いたします。ただ，議論が少し荒
いと感じます。例えば，2025年の話と2050年の話
を一緒にしないように注意して読ませていただく
必要があると思います。

　もう1つは，実は先ほど申したように，基本的
にはどうしても行政的発想でどうしても地域の問

題を考えてしまいます。これに対する興味深い批
判として，社会学者である山下祐介さんの「限界
集落の真実一過疎の村は消えるか？」という本が
あります。実は，先ほどご紹介した「国土形成計
画策定のための集落の状況に関する現況把握調
査」，これは少し古くて5年前ぐらいに行われたも
ので，はっきりと文章として書いてあるわけでは
ないのですが，この調査ではもっと昔に限界集落
というのは消えてしまうという予測をしておられ
ました。しかし，結論を言うと，表現は良くない
かもしれませんが，このような報告に反して，あ
るいは意外にもというと，現場の方からすると当
たり前というように思われるかもしれないので，
この辺りの表現は注意したいと思うのですが，
荒っぽく言うと，意外に集落は消滅していません。
消滅した集落は大変少ないのです。

　次のスライドの関係で先にお話をしておきます
と，このような限界集落では65〜 74歳ぐらいの
方が，75歳以上の方をかなり支えておられます。
山下さんのご指摘で興味深いのは，これはどこま
で実証できるか分かりませんが，家族との行き来
が結構盛んであれば，その集落は消滅しない傾向
があるということです。このことを統計的に実証
はしておられませんが，大変大事な着眼点ではな
いか。そのような観点から，やはり行政的発想だ
けではなくて地域を見ていくということが重要で
はないかと思います。きょうはあとでそのような
問題提起をしていただくことができると，有り難

資料11 資料12
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いというように思っております。（資料11−12）

　山下さんがご指摘されるようなことがある中
で，地域を支えていく仕組みとして，新しい故郷
というのが話題になっております。このことに関
しましては，奥野先生があとで話をされます。（資
料13）

　あとで示しますが，人口からいうと，当然，首
都圏に圧倒的な人数が集中しております。しかし，
中山間地域に人がほとんどいないのかというと，
意外にこれもおられます。例えば中国地方では，
過疎地域に数百万人の方が住んでおられるという
実態がございます。高知県では，地域福祉部が，
中山間地域における介護サービスを確保するため
にどうしたらよいかということを，厚生労働省に
対して提言をしておられます。具体的に言うと，
こういった助成制度が欲しいということをおっ
しゃっております。現場を踏まえた，このような
助成制度が実現すると，地域の活性化にもつなが

るという可能性がかなりあると思います。（資料
14−15）

　結論を先に申します。都市部でも，過疎地域の
事例が相当，参考になるのではないかと，わたし
は思っております。しかし，実際にはそんなに簡
単ではないということも分かっております。例え
ば，関連法規の整備が不可欠であります。あとに
も話題になると思いますが，コンパクトシティ構
想というものがございまして，かなりの地方都市
でそのような方向を目指しておられます。要する
に，少し紛らわしい表現ではありますが，わたし
が考えた発想は，こういうことです。住宅が所与
のものであるという発想を転換する。つまり，高
齢者が1戸建てに住んでおられる。あるいはマン
ションに住んでおられる。そのようなところにお
られることを前提とした，医療，介護のあり方を
想定するのか。きょう副所長の話もありましたが，
例えば大阪市立大学の三浦先生が調査された事例
のように，介護サービスを有効に提供するために

資料13
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資料14



15Summer ’13 第17回厚生政策セミナー：地域の多様性と社会保障の持続可能性

資料15
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は，1戸建てよりもマンションのような形態のほ
うがはるかに有効なサービスの提供ができるとい
う研究成果も出ております。

　くどいようですが，住宅が所与のものであると
いう発想を転換するということに関しては，そん
なに簡単ではない。つまり人間はあちらからこち
らへ簡単に移動できるというわけではないという
ことは，十分知っております。しかし，逆にわた
しどもは，都市部の十数年後の2025年問題という
ように申しますが，そのころの超高齢化を考えた
場合，住まいのあり方から，やはり発想を転換し
ていく必要があるのではないか。今，厚労省は，
都市部に関しましては，この資料にありますよう
な日常生活圏サービス基盤というものを整備する
ということを考えております。場合によって，こ
のような施設のあり方というのも含めて，いろい
ろな問題の立て方をしていく必要がある。ただし
そうなると，住宅関係の法律，あるいは福祉関係
の法律，そういったものの整合性というものが非
常に難しくなってくるわけであります。これはや

はり，即座にはできないというのは当然分かって
おりますが，例えば10年計画ぐらいで考えていく
必要があるのではないかと思っております。（資
料16−17）

　先ほど医療，介護が経済成長の起爆剤となるか
ということに関して，疑わしいという話をしまし
た。その話はとても簡単なのです。わたしどもが
税金をたくさん払うことを受け入れ，そしてその
払った税金が医療，介護に支出されるということ
になれば，これは決して経済成長率が下がるとい
うことではない。むしろ上がっていく。ただ，そ
の大事な条件として，国民が税金をたくさん払う
ということを受け入れるという前提がございます
ので，そこがやはり，これから最も困難なところ
であります。

　冒頭申したように，消費税が上がっても，その
かなりの部分は，過去の債務の返済に使われると
いうことにならざるを得ません。ここをどうやっ
て打開するかということが，大事なポイントでは

資料16
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ないかと思っています。この点については，きょ
うは地域別の話以外は省略させていただきます。
地域別以外で，わたしどもの研究所の前所長の京
極先生がいろいろな機会で提言されまして，わた
しもその内容について協力をし，出版物の中で，
産業連関表を用いながら，社会保障を充実するこ
とが，決して経済のマイナスに影響するというこ
とはないという指摘をしております。

　ただ，はっきりしていることは，ここが案外言
われていなかったことでございまして，医療，介
護の部分が伸びても，企業が成長するのと比べて，
法人税の増え方ははるかに少ないということであ
ります。だから，経済は良くなるが，税収に結び
つくことが大変難しい。先ほど少し申しましたよ
うに，これからいわゆる勤労所得，つまり働いて
所得を得るという方の割合が減ってまいります。
逆にリタイアした，勤労所得ではなくて，年金等
で所得を得るという方が増えるわけですから，ど
うしても，ある程度消費税に期待せざるを得ない
という側面がございます。

　高齢者による消費に関連する点を都道府県別で
見てみますと，1つはまず明白なことであります
が，高齢化比率が高くなると，医療・介護の支出
が高まります。実は，医療・介護に使っているお
金というのは，専門的な話で恐縮ですが，供給側
から見たGDPの伸びとして理解されます。にも
かかわらず，多くの人がGDPとして認識する一
般の消費支出と，この医療・介護の支出の合計を
見るという発想はあまりございません。この合計
で考えれば，高齢化比率が高まっても，必ずしも
需要減には結びつきません。経済の仕組みは大変
難しいわけですが，三面等価の法則といいまして，
払う側と受け取る側は同じなのです。お金を払う
人がいれば，それを受け取る人がいるわけです。
今，受け取る額が増えるということを申している
わけで，その前提としては払う人がいないといけ
ないわけです。にもかかわらず，わたしたちが特
にこちらを払うということが嫌だというと，なか
なか拡大していかないというのが現状でございま
す。くどいようですが，これは1番難しい論点で

資料17
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資料18

資料19
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あります。（資料18−19）

　ここで，先ほど申した，中国地方における中山
間地域の概況を見ますと，やはり人口としては，
意外におられるといっても少ないわけでございま
す。中国地方の中山間地域に住んでおられる方は
168万人，都市，平地には589万人の方が住んでお
られるというのが，現状であります。さらに，参
考のために，離島の状況もお示ししました。（資
料20−21）

　結論です。やはりわたしたちはこれから地域の

問題を考えるときに，発想の転換をする必要があ
ります。わたしの元同僚で大変親しい先生の本を
批判するようで恐縮ですが，橘木先生たちは『日
本の地域間格差』というご著書を書いておられま
して，都道府県のあらゆる違いを格差という言葉
で表しておられます。例えば，所得が高い地域と
低い地域には格差がある。或いは雇用機会がある
地域とない地域には格差がある。これは，間違い
ありません。しかし，実際は所得がそんなに高く
なくても，そこでかなり幸せな暮らしをしておら
れる方もたくさんいらっしゃいます。生活のしや
すさ，あるいは幸福度，このようなキーワードで

資料20

資料21
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比較してまいりますと，必ずしも所得が高いとい
うことが，幸せにはつながらないということです。
地域の格差と多様性について，もう少し詳細に，
どういうものを評価し，どういうものが問題だと
いうように考えるかということが大事ではないか
と，わたしは考えます。きょうもこのあと，その
ような議論が進むと，大変ありがたいというよう
に思っております。

　1例として申し上げます。病院は，やはり病床
数というのは明らかに日本では多すぎる。くどい
ようですが，病床数は多すぎるのです。しかし，
お医者さんの数は多すぎるとは決して思いませ
ん。そこで，簡単に言うと，2つの病院が一緒になっ
て，より充実した病院を1つ作るということがで
きます。このような統合により，量から質への転
換ということができて，かなりいい方向に行きま
す。もちろんその背後には，住民の不便という犠
牲がございます。住民の不便をちゃんと保障する。
例えば交通機関をうまく利用するといったことを
考えた上で，近隣の2つの病院が一緒になれば，
むしろ病院の質は上昇するということが十分考え

られます。これももちろん地域によって違います
ので，一概にはすべてに当てはまるとは申しませ
ん。

　このようなことを一例として挙げると，先ほど
も申しましたが，コンパクトという概念がやはり
1つのキーワードであって，いかにコンパクトシ
ティを作っていくかということは，特に大都市の
将来に大変大事だということです。実は，これと
は逆の意味の指摘をしておられる事例がございま

資料22

資料23
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資料24

すが，時間の関係で省略をして，人口の話に進み
たいと思います。（資料22−27）

　このスライド（資料28）は，時間をかけてご説
明したいと思います。ここでは高齢者というのは，
65歳以上ではなくて，75歳以上とさせていただく
ことにしました。そして，2010〜 2024年に向かっ
て，この辺りの詳細はあとの佐々井さんのご報告
にも出てくると思いますが，都道府県別に見て，
人口がこれからどのように推移していくか。横軸
は都道府県ごとの総人口を，たて軸は75歳以上の
人口を表しています。比率ではなく，絶対数です。
絶対数で見て，まず驚くことは，だからといって
道州制にしろというつもりはありませんが，東京
の人口と鳥取・島根の人口は相当違う。しかも縦
軸の値もやはり相当違うということが分かりま
す。東京と鳥取・島根の議論を一緒にするという
ことはやはり非常に難しくて，東京都を1つとる
と，現在，125万人ぐらいの75歳以上の方がおら
れるところが，2025年，わずか15年先に200万人
を超えます。

　先ほどから申しているように，実はこれからの
超高齢化問題というのは，首都圏問題だと言って
も言い過ぎではない。しかも左のほうへ矢印が向
かっているのは，若い人も含めた全体の人口が減
る都道府県です。この人口の減少は北海道が顕著
です。そして大阪でも顕著です。愛知県は東京と
並び，それほど人口は減りません。東京は増える。
矢印が右に向かっていますこのように異なる地域
一緒に行うということは無理です。各都道府県の
事例がたくさんございますが，時間の関係で省略

資料25
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資料26

資料27

させていただいて，まとめのような話をさせてい
ただきたいと思います。

　簡単に言うと，1つは，東京です。東京で超高
齢者が激増します。しかも，東京だけではなく，
ここに載っているほとんどのところで，都心部で
は高齢者はそれほど増えず，郊外都市で増える。

このこともあとで，多分，川越さんから1つの例
をお話しいただけると思います。このような将来
的な人口について，地域ごとに相当違った問題を
抱えていくのだということを，まず申し上げてお
きたい。それから，もちろん言うまでもなく，単
身者が増えるということです。しかも単身者は高
齢者だけではなく，若年の未婚率が上がっている
ということがあって，若年の単身者も増えるとい
うことです。（資料28−33）

　このような状況の下で，2050年の人口増減状況
に関しまして，国交省は少し衝撃的な議論をして
います。私は，2050年のことをあまり心配する必
要はないと思っておりますので，どうぞ誤解のな
いように願いたいのですが，国交省によると，例
えば，徒歩圏内に生鮮食料品店が存在しない高齢
者単独の世帯が急増します。2005年比で，2050年
は2.5倍ということになります。また，都市の多
くの圏域で，人口が大きく減少するということが
あります。（資料34−36）
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資料28

資料29
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資料30

資料31
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資料32

資料33
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　もう1つ，やや衝撃的なお話をしたい。高齢者
は結構資産を持っているのだから，社会保障をあ
まり充実させずに，自分である程度お金を払って，
社会保障を受けるというような仕組みを導入した
ほうがいいという方が一部おられます。具体的に
言うと，例えば介護報酬をある程度自由に設定で
きて，豊かな方は少しぜいたくな介護サービスを
受けるというような方向を目指すのがいいという
ようにおっしゃる方がございます。

　ところが，そのような意見に関して，わたしは
ここでお見せしているデータを作成して，衝撃を
受けました。それは，高齢者だけではなくすべて
の世代を含めた1世帯当たりの家計資産，これは
高齢者もほとんど同じで，あとでこのような数字
ではない形で紹介しますが，東京都では，この1
世帯当たりの家計資産が5,909万円平均，一番低
い北海道は1,112万というような状況です。少し
余談ですが，沖縄は特殊です。沖縄では，1世帯
当たりの家計資産はかなり低いわけでございます
が，高齢者比率はかなり低くて，出生率は相当高
いという現状がございますので，1世帯当たりの

家計資産が他の都道府県に比べて低いという問題
を単純に考えるということは難しいと思います。
変な言い方ですが，とにかくお金持ちは，ほとん
ど東京周辺の地域に集中している。このことは，
家計資産は土地，住宅の資産を含んでおりますの
で，ある意味，当然ではあるのです。しかし，当
然だと言いながら，当然のことを理解すると，東
京周辺の高齢者の方々以外に関しては，今言った
ような自由化をした場合に，医療や介護の需要を
されるという可能性は大変低いと考えるべきでは
ないかと思います。（資料37,38）

　最終的に，今の暫定的な計算結果をお見せいた
します。資産額というのは，消費額にあまり大き
な影響を与えません。所得額が重要であります。
もちろん年齢要因が重要で，先ほど申したように，
今，日本の金融資産に限定すると，高齢者が6割
程度持っているという現状がございます。日本の
今の課題の1つは，間違いなく，高齢者の消費を
どのようにして誘発するかということであろうか
と思います。しかし，そのためには，今わたしが
申したように，自由にお金を支出されるような状

資料34
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資料37

資料38
金融資産 宅地資産 住宅資産 耐久消費財等資産



29Summer ’13 第17回厚生政策セミナー：地域の多様性と社会保障の持続可能性

資料39

資料40

況を作るというよりも，やはり社会保障，医療を
しっかり安心できるものにして，国民，特に高齢
者が安心して過ごせるような状況をどのように作
るかということに尽きるのではないかと思ってお
ります。（資料39）

　最後に1つ，問題提起をしたいと思います。先
ほど省略したのですが，先ほどのグラフでお分か
りのように，場合によっては，これからはますま
す東京に人が集中するという可能性はないことも
ありません。しかし，わたしは，恐らくそうはな
らないのではないかというように思っておりまし
て，これはあくまで問題提起でございます。東京
集中という予想が正しいのかどうかという辺りの
ことも，これからわたしども社人研としても，課
題として検討してまいりたいと思っております。
（資料40）

　話の内容が広くなって大変恐縮ですが，この後，
わたしの話を当研究所の研究者の皆さんに資料に
基づいてきちんと補っていただくという前提で，
お話をさせていただきました。ご清聴ありがとう
ございました。

（にしむら・しゅうぞう　国立社会保障・
人口問題研究所長）




